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八 幡 浜 市 財 政 事 情 

令 和 6 年 4 月  1 日 

令 和 7 年 3 月 3 1 日 

は じ め に 

この「財政事情」は、市民の皆様に市の財政運営の状況について広く理解していただくため

に、毎年 7 月と 10 月に公表しているものです。今回は、令和 6 年度の一般会計及び特別会計

の決算状況、市税、地方債、市有財産の状況などが主な内容となっています。 

 

令和 6 年度の日本経済は、コロナ禍の影響から脱した後、企業収益が過去最高を更新し、設

備投資も 33 年ぶりに 100 兆円を超えるなど、企業部門が堅調さを維持しており、基調として

緩やかな回復が続いています。しかしながら、家計部門においては、名目賃金の伸びが物価上

昇に未だ追いついていないことから、個人消費は力強さを欠いた状態が続き、景気の回復力は

弱い状態が続いています。 

本市の財政状況について、歳入では、国庫支出金や財産収入などが減少しましたが、ふるさ

と納税による寄附実績が大幅に増加したほか、宮内小学校体育館長寿命化改良事業や弓道場建

設事業等の大型事業の実施による地方債等の増加もあり、全体では、前年度に比べ約13億1,544

万円、5.6％の増となりました。 

歳出では、物価高騰の長期化から市民の命と生活を守り、地域経済の下支えを図るため、「物

価高騰対策」として、低所得者支援臨時給付金や住民税非課税世帯支援給付金、定額減税補足

給付金（調整給付）支給事業などの国の施策はもとより、全市民を対象としたやわたはま生活

応援商品券事業や保育所等・学校給食食材価格高騰対策支援事業など、国や県と連携し市独自

の必要な支援を実施しました。そのほか、「新時代に対応したまちづくり」、「安全安心なまち

づくり」、「暮らしやすいまちづくり」、「産業振興の取り組み」を大きな柱とし、四国電力跡地

プロジェクトによる企業誘致をはじめ、松蔭地区公民館建設事業、合葬式納骨施設建設事業、

ゆめみかん大規模改修事業、市道改良・橋梁長寿命化事業、生活バス路線維持確保対策事業等

を実施するとともに、自然災害等で被害を受けた農業用施設や道路橋梁等の完全復旧に向けて

全力で取り組みました。 

 

令和 6 年度の決算は、一般会計及び特別会計とも黒字となりましたが、今後も人口減少や少

子高齢化の進展による市税収入の減少に加え、公共施設等の老朽化対策を計画的かつ効率的に

推進していく必要があるため、これまで以上に厳しい財政状況が続くことが予想されます。 

市民の皆様には本市の財政状況についてご理解をいただくとともに、市民と行政が一丸とな

ってこの難局を乗り越えていくためにも市政運営についてご協力をお願いします。 
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〔１〕 一般会計 

１ 決算規模と実質収支（別表１参照） 

令和 6 年度の八幡浜市一般会計の決算は、次のとおりです。 

   歳 入 総 額  ２４７億４，０５８万４千円 ａ 

   歳 出 総 額  ２３９億７，２２０万５千円 ｂ 

   歳 入 歳 出 差 引 額    ７億６，８３７万９千円 ｃ＝ａ－ｂ 

   翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源    ５億６，１７５万８千円 ｄ 

   実 質 収 支    ２億  ６６２万１千円 ｅ＝ｃ－ｄ 

   単 年 度 収 支   △８億  ５８１万円   ｆ 

   実 質 単 年 度 収 支   △２億９，４２４万７千円 ｇ 

 ※単年度収支ｆは、当年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額。 

  実質単年度収支ｇは、ｆに財政調整基金への積立金等を加え、同基金からの取崩しを差し引いた額。 

 

前年度に比べ、歳入総額は 13 億 1,544 万円、5.6%の増となり、歳出総額は 17 億 1,560 万 1

千円、7.7%の増となっています。その結果、歳入歳出差引額は 7 億 6,837 万 9 千円となり、翌

年度へ繰り越すべき一般財源を除いた「実質収支」は 2 億 662 万 1 千円の黒字となりました。 

「実質収支」から繰越金（前年度決算の黒字 10 億 1,243 万 1 千円）を除いた、当該年度の

みの収支である「単年度収支」は、8 億 581 万円の赤字となります。さらに、この「単年度収

支」から財政調整基金への積み立てや取り崩し等の増減要因を除いた「実質単年度収支」は、

2 億 9,424 万 7 千円の赤字となります。 

※  実質単年度収支        単年度収支      財政調整基金積立金     財政調整基金取崩し 

△2 億 9,424 万 7 千円 ＝ △8 億 581 万円 ＋ 5 億 1,156 万 3 千円  －   0 千円 

 

２ 歳入の状況（別表２、７参照）    〈 〉は令和 5 年度数値 

歳入の構成比は、地方交付税が最も大きく 34.8%〈35.9%〉で、以下、市税 13.3%〈14.6%〉、

寄附金 12.6％〈9.9％〉、国庫支出金 9.8%〈11.5%〉、市債 6.8%〈5.3%〉などとなっています。

市税や地方交付税など経常一般財源の構成比は 49.2%〈50.9%〉であり、普通交付税や地方譲

与税など経常的な財源は増加しましたが、前年度と比べ 1.7 ポイント減となりました。 

まず、歳入の根幹をなす市税については、前年度に比べ 1 億 1,566 万 6 千円、3.4%減の 32

億 9,930 万 4 千円〈34 億 1,497 万円〉となりました。 

個人市民税は、均等割は人口減少により減収が続いており、所得割は定額減税の実施等を受

け、前年度に比べ 1 億 870 万 6 千円、8.2％の減となりました。 

法人市民税は、法人数の減少等により均等割は 2.8％の減収となったものの、造船業、食品

製造業等で業績が好調な法人があり、法人税割は 21.2%の増収となったため、前年度に比べ

2,085 万円、10.1％の増となりました。 

固定資産税は、前年度に比べ 2,223 万 4 千円、1.5％の減となりました。内訳として、土地
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については、評価替えによる路線価等の見直しを行った結果、地価下落の影響により市内全域

の価格が下落、また、土砂災害特別警戒区域内の宅地の対象筆数が増加したことにより 1,757

万 4 千円、3.8%の減、家屋については、評価替えによる在来家屋の一律減額等により 1,305 万

7 千円、1.7%の減、償却資産については、大型機械装置の新規取得や船舶の新規取得など、大

手事業者の資産増加に伴い、842 万円、3.5%の増となっています。 

軽自動車税は、登録台数は減少しているものの、新税率の適用となる平成 27 年 4 月以降の

登録車両及び重課（登録後 13 年を経過する車両への課税強化策）車両が増加したことにより、

前年度に比べ 372 万円、3.0%の増、たばこ税は、健康志向の高まりや受動喫煙対策の強化など

により、707 万 4 千円、3.2％の減となりました。 

なお、市税の徴収率は、現年課税分が、前年度と同じ 99.4%〈99.4%〉、滞納繰越分が、前年

度に比べ 3.0 ポイント増の 30.1％〈27.1％〉、全体では、前年度に比べ 0.1 ポイント増の 98.3%

〈98.2%〉となりました。 

次に、構成比が最も大きい地方交付税は、前年度に比べ 1 億 9,356 万 4 千円、2.3%増の 86

億 1,307 万 2 千円〈84 億 1,950 万 8 千円〉となりました。 

地方交付税のうち、普通交付税は、公債費（交付税で措置される地方債の元利償還金分）の

増加や 12 月の国の補正予算による給与改定費を含む 1 億 9,039 万 5 千円の追加交付もあり、

前年度に比べ 1 億 7,766 万 9 千円、2.4%増の 75 億 5,634 万 2 千円となりました。なお、特別

交付税については、前年度に比べ 1,589 万 5 千円、1.5%増の 10 億 5,673 万円となりました。 

分担金及び負担金は、病院群輪番制病院及び小児在宅当番医運営事業費負担金等の増により、

前年度に比べ 1,736 万 3 千円、4.0％増の 4 億 5,432 万 4 千円となりました。 

国庫支出金は、前年度から 2 億 6,186 万 5 千円減少し、9.8％減の 24 億 2,373 万 3 千円とな

りました。主な要因は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、その他新型コロ

ナウイルス感染対策関係交付金などの減少によるものです。 

財産収入は、前年度に比べ 1 億 6,948 万 1 千円、75.6％減の 5,477 万 4 千円となりました。

主な要因は、市立八幡浜総合病院事業会計出資金返還金 1 億 6,273 万 2 千円の皆減によるもの

です。 

寄附金は、ふるさと納税寄附金の増加により、前年度に比べ 7 億 9,421 万円、34.2％増の 31

億 1,842 万 2 千円となりました。 

諸収入は、前年度に比べ 1 億 1,539 万 4 千円、20.3％減の 4 億 5,411 万円となりました。主

な要因は、中小企業振興資金預託金元利収入等の減によるものです。 

市債は、前年度に比べ 4 億 5,082 万 4 千円、36.6％増の 16 億 8,344 万 8 千円となりました。

主な要因は、松蔭地区公民館建設事業や北環境センター一部解体事業などの大型事業に充当し

た市債が増加したことによるものです。 
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３ 歳出の状況      〈 〉は令和 5 年度数値 

（１）目的別にみると（別表３参照） 

歳出の中で、最も大きい比率を占めているのは、民生費の 27.4%〈29.4%〉で、次に、総務

費 17.2%〈14.8%〉、衛生費 12.2%〈11.9%〉、教育費 11.0%〈8.5%〉、公債費 10.8%〈11.7%〉、

土木費 9.7%〈9.9%〉、農林水産業費 5.2%〈5.9%〉、消防費 3.2%〈3.2%〉などとなります。 

前年度と比較すると、教育費は、弓道場建設事業や宮内小学校体育館長寿命化改良事業など

の増加により 7 億 3,570 万円、38.9％の増、総務費は、ふるさと納税報償費等関係経費や四国

電力跡地の購入などの増加により 8 億 4,072 万円、25.6%の増、衛生費は、北環境センター一

部解体事業や合葬式納骨施設新設事業などの増加により 2 億 7,758 万円、10.5%の増、消防費

は、施設事務組合負担金（広域消防分）などの増加により 4,641 万 3 千円、6.5%の増、商工費

は、やわたはま生活応援商品券事業や八幡浜くらし応援マイナ商品券事業などの減少により 2

億 4,413 万 3 千円、33.7％の減、災害復旧費は、漁港施設災害復旧費の減少により 4,659 万 5

千円、23.3％の減、農林水産業費は、八幡浜市漁業者支援事業補助金などの減少により 6,016

万 9 千円、4.6％の減となりました。 

（２）性質別にみると（別表４、５参照） 

歳出の構成比は、補助費等 20.6%〈22.5%〉、物件費 16.0%〈15.5%〉、人件費 14.7%〈14.5%〉、

扶助費 12.5％〈13.4％〉、普通建設事業費 11.2%〈7.2%〉、公債費 10.8%〈11.7%〉、繰出金 8.3%

〈9.0%〉などとなっています。 

義務的経費（人件費、扶助費及び公債費の合計額）は、全体の 38.0%〈39.6%〉を占め、前

年度に比べ 3 億 998 万 9 千円、3.5%増の 91 億 1,523 万 4 千円〈88 億 524 万 5 千円〉となり

ました。内訳として、人件費は、2 億 9,708 万円、9.2％増の 35 億 3,106 万 7 千円、扶助費は、

定額減税補足給付金や低所得者支援臨時給付金の給付金給付事業などの増加で 2,562 万 2 千円、

0.9%増の 30 億 71 万 1 千円、公債費は、1,271 万 3 千円、0.5％減の 25 億 8,345 万 6 千円とな

りました。 

補助費等は、ふるさと納税報償費や企業等誘致促進事業などが増加しましたが、やわたはま

生活応援商品券事業や八幡浜くらし応援マイナ商品券事業などの減少により、8,200万3千円、

1.6％減の 49 億 3,129 万 2 千円となりました。 

積立金は、財政調整基金積立金などの増加により 1 億 3,001 万円、26.8%増の 6 億 1,549 万

6 千円、投資及び出資金は、下水道事業会計出資金の減少により 2,149 千 8 千円、8.9％減の 2

億 1,937 万 4 千円となりました。 

普通建設事業費は、四国電力跡地プロジェクトや弓道場建設事業などが増加し、10 億 8,120

万 4 千円、67.5％増の 26 億 8,287 万 8 千円となりました。 

災害復旧事業費については、西町漁港災害復旧事業の減少により、4,659 万 5 千円、23.3％

減の 1 億 5,309 万 4 千円となりました。 

なお、投資的事業の詳細は、別表５のとおりです。 
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４ 財政指数から見た本市の財政状況    〈 〉は令和 5 年度数値 

（１）経常収支比率（別表１２、１３参照） 

経常一般財源等（一般財源のうち地方税や普通交付税のように毎年度、経常的にある収入）

が、経常経費（人件費、扶助費、公債費のように毎年度、経常的に支出される経費）のために

どのくらい使われたかを示す経常収支比率（経常経費充当一般財源÷経常一般財源等）は、

88.8%〈88.4%〉となりました。 

歳入面（経常一般財源）では、普通交付税、地方特例交付金、地方消費税交付金、株式等譲

渡所得割交付金などが増加したほか、市税、臨時財政対策債、法人事業税交付金などの減によ

り、前年度に比べ 2 億 1,956 万 9 千円、1.8％増の 121 億 9,604 万 4 千円、歳出面（経常経費

充当一般財源）では、人件費、物件費、繰出金等の増加により 2 億 3,643 万 9 千円、2.2％増

の 108 億 2,452 万 4 千円となりましたが、分母（収入）よりも分子（支出）の増加幅が大きか

ったため、経常収支比率は若干悪化しました。 

本市は、市税等の自主財源に乏しく（自主財源比率 37.6％）、経常的な歳入は普通交付税等

の動向に左右されやすい財政構造となっています。 

一方で、経常収支比率の分子となる歳出部分については、人件費、扶助費、公債費を合わせ

た義務的経費で見ると、従来から県下では最も低い水準にありますが、八西地域唯一の中核病

院である市立八幡浜総合病院を維持するために必要な繰出金、下水道事業の面整備を早い段階

から積極的に実施してきたことによる下水道事業会計への多額の繰出金などが経常収支比率

を押し上げる要因となっています。 

市民生活を守るために不可欠な事業は堅持する必要がありますが、経常収支比率の上昇は、

財政構造の硬直化につながるため、今後も引き続き、一層の経費節減や合理化、効率的な財政

運営に努めてまいります。 

（２）実質公債費比率 

経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの実質的な公債費

相当額が財政に及ぼす負担を示す実質公債費比率は、単年度では、災害復旧費等に係る基準財

政需要額の増や普通交付税額の増に伴う減少要因もあり、前年度より 0.4 ポイント改善したも

のの、3 ヶ年平均では令和 3 年度の単年度数値が算定から外れたことにより、前年度より 0.4

ポイント悪化し 10.4％〈10.0％〉となりました。 

実質公債費比率が 18％以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要となり、25％以上で

財政健全化法の早期健全化段階、35％で財政再生段階となるため、今後も市債の発行に際して

は事業の必要性を十分に検討し公債費の抑制に努めます。 

（３）財政力指数 

地方公共団体の財政基盤の強弱を示す財政力指数（3 ヶ年平均）は、0.320〈0.318〉であり、

類似団体の令和 5 年度平均値 0.37 と比べて弱い状態にあります。 

これは、本市では地方交付税をはじめとした国・県からの依存財源の割合が高く、自主財源
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の要である市税収入の割合が低いことを示しています。 

 

５ 将来にわたる財政運営     〈 〉は令和 5 年度数値 

（１）地方債の状況（別表８、９参照） 

市債発行額については、大型事業などの完了により減少し、令和 6 年度末地方債現在高は、

前年度末に比べ 8 億 3,596 万円、3.7%減の 220 億 9,228 万 2 千円〈229 億 2,824 万 2 千円〉

となりました。このうち、後年度に元利償還金の一部が交付税に算入されるものを除いた実質

的な残高は、約 56 億 7 千万円（約 25.7％）であり、前年度同期〈約 57 億 7 千万円（約 25.2％）〉

と比べて約 1 億円の減となっています。今後も、小・中学校など教育施設の改修や八幡浜港み

らいプロジェクト、愛宕山プロジェクトなど大型事業の実施に伴い、一時的に地方債現在高が

増加することが予想されるため、過疎対策事業債や緊急防災・減災事業債など交付税算入率の

高い有利な地方債を活用することで実質的な負担を極力抑えながら、必要な事業を進めてまい

ります。 

（２）債務負担行為の状況 

債務負担行為限度額は 51 億 5,771 万 8 千円であり、これに対する令和 6 年度支出額は 9 億

7,595 万 8 千円です。主なものは、一般廃棄物収集及び運搬業務委託料、八幡浜市環境センタ

ーごみ焼却処理施設運転管理業務委託料、白浜保育所運営業務委託料で、このうち 1,470 万 9

千円が公債費に準ずる債務負担行為に係るものとなります。 

（３）基金の状況（別表１０参照） 

将来の財政需要、経済情勢の変化に備え、財源をあらかじめ確保しておくことによって財政

の健全な運営を図るため、各種基金の積み立てを行っています。財政調整基金は、令和 5 年度

決算剰余金の約半分と運用利子の合計額5億1,156万3千円を積み立て、基金残高は45億5,506

万 2 千円となりました。 

減債基金は、市債の繰上償還等の財源とする基金で、運用利子 61 万 1 千円のほか、臨時財

政対策債償還基金費として普通交付税で追加交付された 5,781 万 2 千円と旧土地開発公社から

引き継いだ分譲地の売却代金 840 万 3 千円の合計額 6,682 万 6 千円を積み立て、決算時に臨時

財政対策債の償還等で1億円を取り崩したため、基金残高は9億2,531万 6千円となりました。 

一般会計及び特別会計が管理する令和 6 年度の基金残高全体は、前年度から 2 億 9,848 万 4

千円増加し、80 億 4,176 万 6 千円〈77 億 4,327 万 9 千円〉となりました。 

今後とも、これら貴重な基金の有効活用に努めてまいります。 

 

〔２〕 国民健康保険事業特別会計 （別表１５、１６参照） 

平成 30 年度の国保制度改革によって、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財

政運営や効率的な事業の確保等、国保運営の中心的な役割を担うこととなりました。 

また、市町村は地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、国保税率の決定、賦課・
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徴収、保健事業など地域におけるきめ細やかな事業を引き続き担います。 

本市の国民健康保険事業には、令和 6 年度末現在 4,861 世帯（全世帯数 15,206 世帯、加入

世帯割合 32.0%）、7,669 人（人口 29,625 人、加入者割合 25.9%）が加入しています。 

令和 6 年度の決算収支の状況は次のとおりです。 

  歳 入 総 額  ４３億６，０８７万６千円 

  歳 出 総 額  ４３億２，３７１万７千円 

  歳入歳出差引額     ３，７１５万９千円 

決算規模は、歳入で 3.6%の減、歳出で 3.8%の減、差し引き 3,715 万 9 千円を計上すること

となりました。この計上額には前年度からの繰越 2,765 万 4 千円と、基金からの繰入金 5,811

万 5 千円、基金利息及び基金積立金が含まれており、それらを差し引いた実質単年度収支は

4,865 万 8 千円の赤字です。 

 

本市における医療費と税負担の状況は次のとおりです。 

  一人当たり年間医療費  ４２万３，５３０円（一般） 

  一人当たり年間国保税  １２万１，５２９円（一般） 

国保制度改革により、これまでの療養給付費等保険者負担額に係る国県負担金補助金、前期

高齢者交付金及び退職者医療制度の療養給付費等交付金は全て都道府県で受け入れられ、保険

者である市町村は都道府県で医療給付費等の見込みと各市町村の医療費水準と所得水準を考

慮して算定された国保事業費納付金を納めるための財源として国保税の賦課・徴収を行います。 

なお、令和６年度に本市が納めた国保事業費納付金の状況は次のとおりです。 

  国保事業費納付金額  １３億７７４万１千円 

    （内訳） 医療給付費分（一般＋退職）     ９億１，３８７万４千円 

         後期高齢者支援金等分（一般＋退職） ２億８，６４７万０千円 

         介護納付金分            １億  ７３９万７千円 

 

国保財政の調整を図り、医療費支払の円滑化と健全な運営に資するための財政調整基金の年

度末残高は 5,007 万 3 千円となっています。 

 

〔３〕 後期高齢者医療特別会計 （別表１７参照） 

平成 20 年 4 月 1 日から老人保健制度に代わりスタートした後期高齢者医療制度は、原則 75

歳以上（一定の障害がある方で 65 歳以上 75 歳未満を含む）の方が被保険者となり、県内全市

町が加入している「愛媛県後期高齢者医療広域連合」が主体となって保険料の決定や医療の給

付を行い、各市町は保険料の徴収と各種届出や申請の窓口業務などを行っています。 

令和 6 年度末現在の本市の被保険者数は、7,459 人（うち 65 歳以上 75 歳未満の被保険者は

138 人）です。 
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令和 6 年度の決算収支の状況は、次のとおりです。 

     歳 入 総 額   ７億２，４７５万３千円 

     歳 出 総 額   ７億  ３０６万５千円 

     歳入歳出差引額     ２，１６８万８千円 

保険料（令和 6・7 年度）は、個人単位の納付となり被保険者が等しく負担する「均等割額

（51,930 円）」と前年の所得に応じて決まる「所得割額（基礎控除後の総所得金額等×10.16％）」

の合計で、愛媛県下で統一されています（保険料率は 2 年毎に見直し）。 

低所得者については、世帯の所得に応じて均等割額の軽減措置（7 割、5 割、2 割）があり

ます。 

なお、後期高齢者医療制度に加入する前日に会社の健康保険などの被用者保険の被扶養者で

あった方は、所得割額の負担はなく、加入から 2 年を経過する月まで均等割額が 5 割軽減され

ます。 

 

〔４〕 介護保険特別会計 （別表１８、１９参照） 

高齢化社会においてだれもが直面する介護の問題を社会全体で支える仕組みとして平成 12

年 4 月からスタートした介護保険制度の運営をこの会計で行っています。 

令和 6 年度末現在の第 1 号被保険者（65 歳以上）は、12,516 人、要介護等の認定者は、2,456

人（うち第 2 号被保険者 36 人）で、第 1 号被保険者認定者の比率は、19.3％となっています。 

令和 6 年度の決算収支の状況は、次のとおりです。 

  歳 入 総 額  ４４億９，８０８万１千円 

  歳 出 総 額  ４４億５，２２３万９千円 

  歳入歳出差引額     ４，５８４万２千円 

令和 6 年度は、介護保険制度発足 25 年目で、第 9 期介護保険事業計画期間の 1 年目となり、

一層の介護保険の充実・周知啓発に努めてまいりました。 

当年度の給付実績（令和 6 年 3 月～令和 7 年 2 月利用分で、審査支払手数料を含む。）は、

41 億 706 万円で対前年度比 0.9％の増となりました。 

今後も安定した制度運営に努めるとともに、高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的の

もとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができ

るよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進して

まいります。 

 

〔５〕 介護サービス事業特別会計 （別表２０参照）  

介護保険法に基づく介護予防サービスを受けるために必要な介護予防サービス計画（ケアプ

ラン）を作成する事業（指定介護予防支援事業）をこの会計で運営しています。 

令和 6 年度の決算収支の状況は、次のとおりです。 
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  歳 入 総 額  ２，０３２万４千円 

  歳 出 総 額  ２，０３２万４千円 

  歳入歳出差引額        ０千円 

歳出額のうち、サービス事業費は 1,590 万 7 千円、一般会計への繰出金は、441 万 7 千円と

なっています。 

当該事業は平成 18 年度から始まり、事業実施に伴うケアプラン作成費用として、令和 6 年

4 月利用分より 1 件当り 4,420 円、初回加算 3,000 円、委託連携加算 3,000 円の報酬が支給さ

れています。 

同事業の対象者である要支援認定者は、令和 7 年 3 月の時点で 631 人であり、前年同期の認

定者数（629 人）と比較して 2 人増加しています。 

令和 6 年度のケアプラン作成件数は、市直営の地域包括支援センターが 2,229 件（前年度  

2,027 件）、市内外の居宅介護支援事業所への委託分が 2,230 件（前年度 2,155 件）で、合計   

4,459 件（前年度合計 4,182 件）となり、前年度と比べ 277 件の増加となりました。 

今後とも地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していくこと

ができるよう、適切な介護予防サービス計画作成の体制づくりや事業運営に努めてまいります。 

 

〔６〕 日土財産区特別会計 

当財産区は、日土町今出に山林 38.32ha を所有しており、その管理運営を行っています。 

歳出は、管理委員等への報酬及び報償金 17 万 4 千円、森林保険料 22 万 6 千円、県公有林野

対策協議会費 4 千円、その他の管理費 1 万 1 千円、合計 41 万 5 千円です。 

歳入は、基金繰入金及び基金預金利子合わせて 41 万 5 千円の決算です。 

なお、令和６年度末基金残高は 463 万 1 千円であり、基金は 10 年程で枯渇する見込みです。

日土財産区の今後のあり方については、地域住民の理解と協力を得る中で、日土地区の振興と

財産区の適切な方向性を検討していくこととしています。 

 

〔７〕 駐車場事業特別会計 

駅前駐車場（S53.10.1 開設、11 台）、北浜駐車場（S60.4.1 開設、24 台）、朝潮橋駐車場（S61.11.1

開設、31 台）、北浜立体駐車場（H7.4.3 開設、534 台）、中央駐車場（H11.9.13 開設、32 台）、

新町角駐車場（H23.4.1 開設、9 台）、千代田町ちゃんぽん駐車場（H30.8.1 開設、18 台）、新

町西駐車場（R2.4.1 開設、5 台）及び双岩駐車場（R4.2.1 開設、104 台）の計 9 駐車場を所管

しており、北浜駐車場、朝潮橋駐車場及び双岩駐車場を除く 6 駐車場は指定管理者制度を導入

しています。 

歳出のうち 9 駐車場の管理運営費 1,200 万 4 千円について、主なものは委託料 1,097 万 9 千

円（駅前 26 万円、北浜立駐 776 万 4 千円、中央 109 万 8 千円、新町角 58 万 9 千円、千代田

町ちゃんぽん 69 万 8 千円、新町西 57 万円）です。また、公債費は 1,178 万 1 千円（新町角、
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千代田町ちゃんぽん、新町西、中央）で、管理運営費との歳出合計は 2,378 万 5 千円になりま

す。歳入は、9 駐車場の使用料 3,947 万 4 千円、雑入 3 千円、消費税還付金 126 万 6 千円、の

合計 4,074 万 3 千円であり、歳入から歳出を差し引いた黒字額 1,695 万 8 千円のうち 1,227 万

4 千円を一般会計へ繰り出しています。 

 

〔８〕 水産物地方卸売市場事業特別会計 

八幡浜市水産物地方卸売市場として昭和 55 年 4 月 1 日開設した旧魚市場を平成 25 年 4 月

に新たに高度衛生管理型施設として整備しました。 

市場の取扱量は昭和 55 年度の約 4 万 8 千トン、水揚金額は昭和 60 年度の約 147 億円をピ

ークに、その後は減少傾向にあります。令和 6 年度は、取扱量 4,625 トン、取扱金額 31 億 1,231

万円となっています。 

歳出は、光熱水費、施設管理及び清掃業務委託料など管理運営費 8,496 万 4 千円となってい

ます。財源として、市場使用料 793 万 5 千円、水産物供給基盤機能保全事業補助金 750 万円、

諸収入 2,336 万 3 千円を充当し、不足額 4,616 万 6 千円を一般会計から繰り入れています。な

お、繰入金のうち、1,448 万 3 千円は物価高騰に伴う市場施設使用料の減免によるものです。 

 

〔９〕 港湾整備事業特別会計 

本会計は、八幡浜港及び川之石港の管理を行うとともに、港湾機能充実等の事業を推進して

いくためのものとなっています。現在は、令和４年４月１日に供用が開始された八幡浜港フェ

リーターミナルビルをはじめ、八幡浜港港湾業務ビル、北浜鉄工団地及び楠町物流倉庫の主要

４施設をメインに事業を実施しています。 

歳出は、これら施設の維持管理費等に 4,271万 6千円、公債費に 6,444万 2千円の合計 1億

715 万 8 千円となっています。財源として、港湾施設使用料が 8,319 万 7 千円、楠町物流倉庫

整備基金の運用利子が 1 万円、楠町物流倉庫の大規模修繕に伴う整備基金の繰入金が 598 万 5

千円の合計 8,919万 2千円を充当し、不足額 1,796万 6千円を一般会計から繰り入れています。 
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む す び 

以上が令和 6 年度一般会計及び特別会計の概要です。 

 

さて、令和 7 年度の日本経済は、総合経済対策の効果が下支えとなって、賃金上昇が物価上

昇を上回り、個人消費が増加するとともに、企業の設備投資も堅調な動きが継続するなど、引

き続き、民間需要主導の経済成長となることが期待されます。しかしながら、米国の通商政策

等の不透明感による景気の下振れリスクや海外経済の不確実性、金融資本市場の変動等の影響

には十分注意する必要があります。 

 

本市においては、令和 7 年 1 月 1 日現在、住民基本台帳人口が 30,019 人となり、令和 6 年

1 月 1 日から 720 人の減少となりました。人口減少は、地域の労働力の減少や市税収入の減収

につながり、高齢化が進行することで福祉・医療サービスにかかる社会保障関係経費等は増加

することから、本市の財政は引き続き厳しい状況にあります。さらに、急速な老朽化が懸念さ

れる道路・橋梁等の社会インフラや公共施設等の補修・更新、公共交通や福祉・医療サービス

等の維持、農林水産業や地元産業への支援や地域経済の活性化などの課題が山積しており、今

後ますます、行政運営が困難になることが予測されます。そのため、令和 7 年度においては、

本市が抱える喫緊の課題である人口減少・少子化対策に重点をおき、引き続き結婚・妊娠・出

産・育児の一貫した「切れ目ない支援」の充実を図り、国や県の動向を注視しながら交付金等

の活用を含め情報収集を徹底し、知恵を出し合って本市の実情に応じたニーズに対応する効果

的な独自の取り組みを積極的に推進していきます。歳入については、税収確保に努めるととも

に、ふるさと納税寄附金収入の増加に向けて取組みを強化するほか、国・県の補助金や交付金、

有利な地方債を活用することで財源確保につなげます。また、歳出についても、過剰な投資は

行わないよう厳しく見直し、各種施策の費用対効果を慎重に判断することで、現在及び将来の

市民のために、限られた財源の重点的配分と経費支出の効率化による財政健全化に取り組んで

まいります。 

 

最後に、この公表を通して、市民の皆様に市の財政事情について深くご理解いただくととも

に、今後の市政運営のために一層のご助言、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

11 



12 



13 



14 



15 



16 



17 



18 



19 



20 



21 



22 



23 



24 



25 



26 



27 



28 



29 



30 



31 



32 



33 



34 



35 



36 



37 



38 



39 



40 



41 



42 



43 



44 



45 



46 



47 



48 



49 


